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○函南町空き家バンク実施要綱 

令和６年３月28日告示第53号 

函南町空き家バンク実施要綱 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、函南町における空き家等の有効活用を通じて、空き家等の発生や増加を抑制

するとともに、地域の活性化を図るため、空き家バンクの実施について必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条　この要綱において「空き家等」とは、居住又は事務所若しくは店舗等に供することを目的

として建築された建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する建築物に

限る。）であって、現に利用されておらず、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）の規定に

基づく媒介を依頼する契約（売買を行うものについては、専任媒介契約又は専属専任媒介契約に

限る。）が締結されている建築物及びその敷地をいう。 

２　この要綱において「所有者等」とは、空き家等の売却、賃貸等を行う権利を有する者をいう。 

３　この要綱において「空き家バンク」とは、空き家等の売買又は賃貸を希望する所有者等から提

供を受けた当該空き家等に関する情報を登録し、空き家等の利用を希望する者に対し、紹介を行

う制度をいう。 

４　この要綱において「登録物件」とは、第４条第２項の規定により空き家バンク登録台帳に登録

された空き家等をいう。 

（適用上の注意） 

第３条　この要綱は、函南町空き家バンク以外による空き家等の取引を妨げるものではない。 

（空き家等の登録） 

第４条　空き家バンクへ空き家等に関する情報の登録を希望する所有者等は、函南町空き家バンク

登録申請書（様式第１号）及び函南町空き家バンク物件登録カード（様式第２号）に次に掲げる

書類を添えて、町長に提出するものとする。 

(１)　登録を希望する空き家等の登記事項証明書又は所有者等を証明する書類 

(２)　その他町長が必要と認める書類 

２　町長は、前項の規定による登録の申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、空き家バンク登録台帳に登録し、函南町空き家バンク物件登録完了通知書（様式第３号）に
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より、所有者等に通知するものとする。ただし、登録の申請があった空き家等が次の各号のいず

れかに該当するときは、空き家バンクに登録しない。 

(１)　建築基準法第10条第１項の規定による勧告、同条第２項若しくは第３項に規定する命令を

受けているとき、同法第39条第１項の規定により指定された災害危険区域内に存するとき（県

知事が建築を認めたものを除く。）又は同法第43条第１項の規定に適合していないとき（同条

第２項各号の規定による認定又は許可を受ける見込みがあるものを除く。）。 

(２)　下水道法（昭和33年法律第79号）第11条の３の規定に適合しないとき。 

(３)　都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第６項に規定する都市計画施設の区域若しくは

同条第７項に規定する市街地開発事業の施行区域内に存するものであって、同条第16項に規定

する施行者の承諾等が得られないとき又は同法第７条第１項の規定により定められた市街化調

整区域内に存するものであって、同法に基づく用途変更等の許可の見込みがないとき。 

(４)　民事執行法（昭和54年法律第４号）又は国税徴収法（昭和34年法律第147号）に基づく差押

えを受けているとき。 

(５)　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）

第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域内に存するとき。 

(６)　静岡県建築基準条例（昭和48年静岡県条例第17号）第10条の規定に適合しないとき。 

(７)　函南町暴力団排除条例（平成23年函南町条例第23号）第２条第１号に規定する暴力団、同

条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員等が所有するとき。 

(８)　その他町長が適当でないと認めたとき。 

（登録物件に係る変更の届出） 

第５条　所有者等は、登録物件について、その内容に変更があったときは、速やかに函南町空き家

バンク物件登録事項変更届出書（様式第４号）及び函南町空き家バンク物件登録カード（様式第

２号）を町長に届け出るものとする。 

（登録の抹消） 

第６条　町長は、登録物件が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録物件の登録を抹消す

るとともに、当該登録物件の所有者等に函南町空き家バンク物件登録抹消通知書（様式第５号）

により通知するものとする。 

(１)　所有者等から函南町空き家バンク物件登録抹消申請書（様式第６号）の提出があったとき。 

(２)　当該登録物件に係る所有権に異動があったとき。 

(３)　登録した日の属する年度の末日から起算して２年を経過したとき。 

toshikei2
ノート注釈
第十一条の三　処理区域内においてくみ取便所が設けられている建築物を所有する者は、当該処理区域についての第九条第二項において準用する同条第一項の規定により公示された下水の処理を開始すべき日から三年以内に、その便所を水洗便所（汚水管が公共下水道に連結されたものに限る。以下同じ。）に改造しなければならない。
２　建築基準法第三十一条第一項の規定に違反している便所が設けられている建築物の所有者については、前項の規定は、適用しない。
３　公共下水道管理者は、第一項の規定に違反している者に対し、相当の期間を定めて、当該くみ取便所を水洗便所に改造すべきことを命ずることができる。ただし、当該建築物が近く除却され、又は移転される予定のものである場合、水洗便所への改造に必要な資金の調達が困難な事情がある場合等当該くみ取便所を水洗便所に改造していないことについて相当の理由があると認められる場合は、この限りでない。
４　第一項の期限後に同項の違反に係る建築物の所有権を取得した者に対しても、前項と同様とする。
５　市町村は、くみ取便所を水洗便所に改造しようとする者に対し、必要な資金の融通又はそのあつせん、その改造に関し利害関係を有する者との間に紛争が生じた場合における和解の仲介その他の援助に努めるものとする。
６　国は、市町村が前項の資金の融通を行なう場合には、これに必要な資金の融通又はそのあつせんに努めるものとする
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(４)　登録の内容に虚偽があったとき。 

(５)　その他町長が必要と認めたとき。 

（登録物件情報の公開） 

第７条　町長は、登録物件に係る情報のうち、物件概要等をホームページ等に掲載し、公開するも

のとする。 

（登録物件の現地見学） 

第８条　登録物件の現地見学を希望する者は、当該登録物件に係る媒介契約を締結している宅地建

物取引業者に申込みをするものとする。 

（登録物件の取引等） 

第９条　登録物件の売買、賃貸等の交渉を希望する者は、当該登録物件に係る媒介契約を締結して

いる宅地建物取引業者と契約交渉等を行うものとする。 

（登録物件の契約） 

第10条　町長は、登録物件の売買、賃貸等に係る契約の締結について、これに関与しないものとす

る。 

（登録物件の状況報告） 

第11条　所有者等は、登録物件について、次の各号のいずれかに該当するときは、函南町空き家バ

ンク物件登録事項変更届出書（様式第４号）又は函南町空き家バンク物件登録抹消申請書（様式

第６号）により、遅滞なく町長に報告するものとする。 

(１)　登録物件の売買等の契約が成立したとき。 

(２)　媒介契約を解除したとき。 

(３)　その他登録物件の登録内容に変更が生じたとき。 

２　町長は、必要に応じて登録物件の媒介契約の状況について、宅地建物取引業者に対して報告を

求めることができる。 

（個人情報の取扱い） 

第12条　空き家バンクに登録された個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）に定めるところによる。 

（その他） 

第13条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

 



5/9

様式第２号（第４条、第５条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 
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様式第４号（第５条、第11条関係） 
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様式第５号（第６条関係） 
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様式第６号（第６条、第11条関係） 


